
兵庫県における担い手確保の取組について

兵庫県 土木部 技術企画課

建設業に係る労働時間等説明会用資料



年齢階層別の建設技能者数

○60歳以上の技能者は全体の約４分の１を占めており、10年後にはその大半が引退することが見込まれる
○これからの建設業を支える29歳以下の割合は全体の約10％程度。若年入職者の確保・育成が喫緊の課題

出所：総務省「労働力調査」（H29年平均）を元に国土交通省にて推計
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建設業の現状と課題
《 建設業の働き方改革の推進 （国） 》

建設業働き方改革加速化プログラム（平成３０年３月２０日策定・公表資料から抜粋）

建設業の現状と課題
《 建設業の働き方改革の推進 （国） 》



建設業の担い手確保に向けて

＜兵庫県における取組み＞

（１）長時間労働の是正
１ 適正な工期設定
２ 週休２日制度

（２）給与・社会保険
３ 社会保険等加入対策
４ 適切な設計変更

（３）生産性の向上
５ 施工時期の平準化
６ 余裕期間制度
７ ＩＣＴ活用工事



１ 適正な工期設定について①

平成29年８月28日
建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議
『建設工事における適切な工期設定等のための
ガイドライン』（H30.7改正）を策定

【発注者の役割】
発注者は、適正な工期での請負契約を締結
する役割を担う



１ 適正な工期設定について②

■工期設定の見直し

【土木工事標準積算基準書(参考資料)
[近畿地方整備局]の改定】を準拠

【工期設定において、下記条件を考慮】

・建設工事従事者の休日（週休２日等）

・労務・資機材調達等の準備期間、現場の後片付け期間

・降雨日、降雪・出水期等の作業不能日数 等

・平成30年10月１日単価より
純工期の見直し（日数増）
週休2日用の早見表作成



２ 週休２日制度の推進①

（１）取組の目的

・平成26年度から試行開始
・平成29年度より、原則全ての工事を対象に受注者申告制を導入
・平成30年10月より、原則全ての工事を対象に発注者指定型を導入
・令和3年4月より、月2日を上限に土日を平日に振替え可能

（２）取組の経緯

・工事現場における労働環境の改善
・休日を拡大する雰囲気の醸成
・将来の担い手（若手・女性技術者等）の確保



２ 週休２日制度の推進②

（３）取組内容

Ｈ30.10より 原則、全ての工事※が発注者指定型

① 対象工事

※ 総価契約単価取決方式による工事、点検・清掃・除草等の
作業、早期復旧・早期開通を必要とする工事は対象外

②工事成績における評定
現場閉所の達成状況に応じて評定※する。
（考査項目別運用表：総括監督員の工程管理欄にて評価）
※R5.10.1～ 評定方法の変更 (従前は、主任監督員の創意工夫欄で加点)

≪現場閉所の達成状況≫
現場閉所日数（平日振替日※を含む）を現場稼働中の土曜・日曜の全日数で除し、

少数点以下を四捨五入する。
※悪天候や作業工程等の理由により、平日が現場閉所となり、土曜や日曜に作業を行った場合は、
1ヶ月あたり2日を上限として、土曜・日曜の現場閉所日を平日に振り替えることを可能とする。



２ 週休２日制度の推進③

（３）取組内容

④ 確認方法

工事履行報告書により確認

③ 諸経費等の補正

当初予定価格※に４週８休を達成した場合の補正係数を乗じる。
（達成状況を確認後、達成状況に応じて変更時に減額）
※R5.10.1 から変更 (従前は、最終設計変更時に対応)



５ 施工時期の平準化

■発注や施工時期の平準化

①債務負担行為の積極的な活用

②柔軟な工期設定（余裕期間制度の活用）

③積算の前倒し

④早期執行のための目標設定

➣ 発注・施工時期等の平準化を図る



６ 余裕期間制度の活用①

（１）取組の目的

・平成31年2月25日以降の入札公告から原則活用

（２）取組の経緯

・受注者の円滑な工事施工体制の確保
・工事着手前の、労働者の確保、建設資材の調達

（３）取組内容

・契約締結日から工期の始期日までの期間
・発注者が設定する余裕期間は60日を超えない範囲

※令和４年度補正予算で発注する土木工事に限り、「120日を超えない範囲」に拡大

① 余裕期間



６ 余裕期間制度の活用②

（３）取組内容

・主任技術者等を配置することを要しない
・現場代理人は配置することを要する
・現場に搬入しない資材等の準備が可能

② 余裕期間内について

※ 現場への資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手は行えない（測量を含む）



６ 余裕期間制度の活用③

（３）取組内容

・発注者指定方式
・任意着手方式
・フレックス方式

③ 余裕期間制度の方式

➡約9割※がフレックス方式を採用
※令和３、４年度の実績



その他

■取組内容

・工事書類作成の手引き
・快適トイレ
・熱中症対策に資する現場管理費の補正(試行)

＜兵庫県ＨＰ（土木の技術管理に関すること）＞
https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks04/gijyutsukannri.html

QRコード(土木の技術管理に関すること)


